
 

ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 交 付 要 綱  

                 

 （ 目 的 等 ）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、 ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船 橋 に 入 居 し 、 新 し い 分 野 、  

新 し い 事 業 へ の 進 出 を 目 指 す も の 及 び 事 業 計 画 を 達 成 し 、 ベ ン チ

ャ ー プ ラ ザ 船 橋 の 入 居 契 約 期 間 の 満 了  (以 下 「 卒 業 」 と い う 。 )

後 に 市 内 に お い て 事 業 を 継 続 す る も の に 対 し 、 ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ

船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 （ 以 下 「 支 援 補 助 金 」 と い う 。 ） を 交

付 す る こ と に よ り 、 ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船 橋 へ の 入 居 の 促 進 と 、 起

業 や 新 た な 事 業 展 開 の 支 援 を 図 り 、 も っ て 産 業 の 振 興 に 資 す る こ

と を 目 的 と す る 。  

２  支 援 補 助 金 の 交 付 に 関 し て は 、 船 橋 市 補 助 金 等 の 交 付 に 関 す る

規 則 (昭 和 ５ ６ 年 船 橋 市 規 則 第 ５ ０ 号 。 以 下 「 規 則 」 と い う 。 ）

に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 要 綱 の 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 （ 対 象 ）  

第 ２ 条  支 援 補 助 金 の 交 付 を 受 け る こ と が で き る も の は 、 中 小 企 業

基 本 法 （ 昭 和 ３ ８ 年 法 律 第 １ ５ ４ 号 ） 第 ２ 条 第 １ 項 第 １ 号 か ら 第

４ 号 に 規 定 す る 中 小 企 業 者 で あ っ て 、 支 援 補 助 金 の 交 付 の 申 請 時

に お い て 、 ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船 橋 に 入 居 し て い る も の 及 び 卒 業 後

に 市 内 に お い て 事 業 を 継 続 す る も の と し 、 次 の 各 号 の い ず れ か に

該 当 す る も の を 除 く 。 た だ し 、 第 ４ 号 及 び 第 ５ 号 に 掲 げ る 要 件 に

あ っ て は 、 市 長 が 必 要 が あ る と 認 め る 場 合 は こ の 限 り で な い 。  

(1)  発 行 済 株 式 の 総 数 又 は 出 資 金 額 の 総 額 の ２ 分 の １ 以 上 を 同

一 の 大 企 業 が 所 有 し て い る 者  

(2)  発 行 済 株 式 の 総 数 又 は 出 資 金 額 の 総 額 の ３ 分 の ２ 以 上 を 大

企 業 が 所 有 し て い る 者  

(3)  大 企 業 の 役 員 又 は 職 員 を 兼 ね て い る 者 が 、 役 員 総 数 の ２ 分

の １ 以 上 を 占 め て い る 者  

(4) 市 税 を 滞 納 し て い る も の  

(5) 国 、 地 方 公 共 団 体 （ 本 市 を 除 く 。 ） そ の 他 こ れ ら に 類 す る   

も の か ら 次 項 に 規 定 す る 経 費 に 対 す る 補 助 金 の 交 付 そ の 他 の  



給 付 に 係 る 決 定 を 受 け て い る も の 又 は 当 該 決 定 を 受 け る 見 込  

み の あ る も の  

(6) そ の 他 市 長 が 適 当 で な い と 認 め る も の  

２  支 援 補 助 金 の 交 付 の 対 象 と す る 経 費 は 、 ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船

橋 に 入 居 し て い る も の に あ っ て は そ の 支 払 っ た 賃 料 （ 消 費 税 及

び 地 方 消 費 税 相 当 額 を 除 く 。 ） と し 、 卒 業 を し た も の に あ っ て

は 新 た に 事 業 所 を 借 り た 場 合 に お け る そ の 支 払 っ た 賃 料 （ 消 費

税 及 び 地 方 消 費 税 相 当 額 を 除 く 。 ） 又 は 新 た に 事 業 所 と し て 土

地 建 物 を 取 得 し た 場 合 の 固 定 資 産 税 及 び 都 市 計 画 税 の 相 当 額 と

す る 。  

 （ 支 援 補 助 金 の 額 等 ）  

第 ３ 条  支 援 補 助 金 の 額 、 限 度 額 及 び 補 助 対 象 期 間 は 、 ベ ン チ ャ ー

プ ラ ザ 船 橋 に 入 居 し て い る 者 に あ っ て は 別 表 1 に 、 卒 業 し た も の

に あ っ て は 別 表 ２ に 掲 げ る と お り と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 １

０ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 金 額 を 切 り 捨 て る も の と

す る 。  

２  支 援 補 助 金 の 額 は 、 予 算 の 範 囲 内 で 交 付 す る も の と す る 。  

３  前条第２項に規定する支払った賃料に係る居室若しくは事業所 (以下

「居室等」という。)の利用が月の途中での入居若しくは退去であるとき、

又は、同項に規定する固定資産税及び都市計画税に係る土地建物の取得が

年度の途中であるときは、当該月または年度の支援補助金の額は、１月を

３０日として日額を算出し、実際に入居している日数相当額を交付する。

また、年度の途中で別表１及び別表２の対象者の区分または、居室等に変

更があるときも同様とする。 

４  補 助 対 象 と な る 居 室 等 の 利 用 期 間 が １ ２ 月 に 満 た な い 年 度 の 限

度 額 は 、 別 表 １ 及 び 別 表 ２ の 規 定 に か か わ ら ず 、 そ の 利 用 期 間 に

応 じ て こ れ ら の 規 定 に 定 め る 額 を 按 分 し た 額 と す る 。  

 （ 交 付 の 申 請 ）  

第 ４ 条  支 援 補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る も の は 、 毎 年 度 、 ４ 月

３ ０ 日 ま で に ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 交 付 申

請 書 （ 第 １ 号 様 式 ） に よ り 、 市 長 に 申 請 し な け れ ば な ら な い 。  

た だ し 、 新 た に 入 居 し た 場 合 又 は 卒 業 後 、 土 地 建 物 を 事 業 所 用



と し て 取 得 し た 場 合 は 、 入 居 又 は 取 得 後 １ ケ 月 以 内 に 市 長 に 申 請

し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 申 請 に は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て

行 う も の と す る 。  

(1)   入 居 契 約 書 (賃 貸 借 契 約 書 )の 写 し 又 は 事 業 所 用 と し て 取 得

し た 土 地 建 物 の 登 記 簿 謄 本 （ 発 行 の 日 か ら １ 月 以 内 の も の

に 限 る 。 ）  

(2) 事 業 計 画 書  

(3) 市 税 納 付 確 認 書  

(4) 法 人 に あ っ て は 、 次 に 掲 げ る も の  

ア  商 業 登 記 簿 謄 本 の 写 し （ 発 行 の 日 か ら ３ 月 以 内 の も の に

限 る 。 ）  

イ  資 本 金 の 金 額 及 び そ の 出 資 者 の 分 か る も の  

ウ  直 近 の 決 算 書  

(5) 法 人 以 外 の も の に あ っ て は 、 次 に 掲 げ る も の  

ア  住 民 票 （ そ の 発 行 の 日 か ら １ 月 以 内 の も の に 限 る 。 ）  

(6) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類 （ 交 付 の 決 定 ）  

第 ５ 条  規 則 第 ４ 条 の 規 定 に よ る 支 援 補 助 金 の 交 付 決 定 を 受 け た も

の （ 以 下 「 補 助 対 象 者 」 と い う 。 ） に 対 す る 通 知 は 、 ベ ン チ ャ ー

プ ラ ザ 船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 (第 ２ 号 様 式 )に

よ り 、 通 知 す る も の と す る 。   

（ 交 付 変 更 申 請 ）  

第 ６ 条  補 助 対 象 者 の う ち 、 前 条 の 交 付 通 知 を 受 け た 後 、 交 付 決 定

額 に 変 更 が 生 じ る 事 由 が 発 生 し た 場 合 、 変 更 が 決 定 し た 日 か ら １

ケ 月 以 内 に ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 交 付 変 更

申 請 書 （ 第 ３ 号 様 式 ） に よ り 、 市 長 に 申 請 し な け れ ば な ら な い 。  

 （ 交 付 変 更 決 定 通 知 ）  

第 ７ 条  前 条 に よ る 申 請 を 行 っ た も の に 対 す る 通 知 は 、 ベ ン チ ャ ー

プ ラ ザ 船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 交 付 変 更 決 定 通 知 書 (第 ４ 号 様

式 )に よ り 、 通 知 す る も の と す る 。   

 （ 交 付 の 回 数 ）  

第 ８ 条  支 援 補 助 金 の 交 付 は 、 第 ２ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 経 費 に 対 し



年 １ 回 行 う も の と す る 。  

２  市 長 は 、 特 に 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 前 項 の 規 定 に か か わ

ら ず 、 支 援 補 助 金 の 交 付 を 行 う こ と が で き る 。  

（ 実 績 の 報 告 ）  

第 ９ 条  規 則 第 １ ２ 条 に 規 定 す る 実 績 の 報 告 は 、 交 付 の 決 定 を 受 け

た 期 間 の 事 業 の 完 了 日 か ら 起 算 し て ２ ０ 日 を 経 過 す る 日 又 は 当 該

年 度 の ３ 月 ３ １ 日 の う ち い ず れ か 早 い 日 ま で に 、 ベ ン チ ャ ー プ ラ

ザ 船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 実 績 報 告 書 （ 第 ５ 号 様 式 ） に よ り 、

市 長 に 報 告 す る も の と す る 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 報 告 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て 行

う も の と す る 。  

(1)  賃 料 等 の 支 払 い を 確 認 で き る 書 類 若 し く は 領 収 書 の 写 し 又 は  

卒 業 し 、 市 内 に 事 業 所 用 と し て 取 得 し た 土 地 建 物 の 固 定 資 産

税 ・ 都 市 計 画 税 課 税 明 細 書 等  

(2) 事 業 成 果 報 告 書  

(3) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類   

（ 額 の 確 定 ）  

第 １ ０ 条  市 長 は 、 前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 実 績 の 報 告 を 受 け 支 援

補 助 金 の 額 を 確 定 し た と き は 、 当 該 補 助 対 象 者 に 対 し 、 ベ ン チ ャ

ー プ ラ ザ 船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 確 定 通 知 書 (第 ６ 号 様 式 )に よ

り 、 通 知 す る も の と す る 。  

 （ 交 付 の 請 求 ）  

第 １ １ 条  補 助 対 象 者 は 、 第 １ ０ 条 の 規 定 に よ り 確 定 し た 支 援 補 助

金 の 額 に つ い て 、 ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 交

付 請 求 書 （ 第 ７ 号 様 式 ） に よ り 、 市 長 に 交 付 の 請 求 を す る も の と

す る 。  

 （ 交 付 決 定 の 取 消 等 ）  

第 １ ２ 条  規 則 第 １ ６ 条 に 規 定 す る 場 合 の ほ か 、 市 長 は 、 補 助 対 象

者 が 第 ２ 条 第 １ 項 の 対 象 者 の 要 件 を 欠 く に 至 っ た と き は 、 当 該 年

度 の 交 付 決 定 を 取 り 消 す も の と し 、 ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船 橋 入 居 企

業 等 支 援 補 助 金 交 付 決 定 取 消 通 知 書 (第 ８ 号 様 式 )に よ り 、 通 知 す

る も の と す る 。  



 （ 補 助 金 交 付 後 の 状 況 報 告 ）  

第 １ ３ 条  支 援 補 助 金 の 交 付 を 受 け た 補 助 対 象 者 は 、 補 助 金 交 付 が

終 了 し た 年 度 の 翌 年 度 末 に 、 当 該 補 助 対 象 者 の 事 業 の 状 況 に つ い

て 、 ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 船 橋 入 居 企 業 等 支 援 補 助 金 状 況 報 告 書 （ 第

９ 号 様 式 ） に よ り 、 市 長 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 報 告 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 書 類 を 添 付 し て 行

う も の と す る 。  

(1) 市 税 納 付 確 認 書  

(2) 商 業 登 記 簿 謄 本 の 写 し （ 発 行 の 日 か ら ３ 月 以 内 の も の に 限

る 。 ）  

(3) 直 近 の 決 算 書  

(4) 土 地 建 物 を 取 得 し た 場 合 に は 、 当 該 登 記 簿 謄 本 の 写 し  

(5) そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類  

 (関 係 帳 簿 の 整 備 等 ) 

第 １ ４ 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 に 係 る 収 入 及 び 支 出 を 明 ら か

に し た 帳 簿 を 備 え 、 当 該 収 入 及 び 支 出 に つ い て 証 拠 書 類 を 整 備

し 、 か つ 、 当 該 帳 簿 及 び 証 拠 書 類 を 補 助 金 の 交 付 を 受 け た 日 か

ら １ ０ 年 間 保 管 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 補 則 ）  

第 １ ５ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 必 要 な 事 項 は 、 市 長 が 別

に 定 め る 。  

 

附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 １ ９ 年 ８ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  



 附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ６ 年 １ ０ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 附  則  

こ の 要 綱 は 、 平 成 ３ ０ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 附  則  

こ の 要 綱 は 、 令 和 ２ 年 ４ 月 ２ ４ 日 か ら 施 行 す る 。  

 附  則  

こ の 要 綱 は 、 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則  

こ の 要 綱 は 、 令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。



別表１ 

（入居１・２・３年目） 

区分 対象者 補助額（月） 限度額（年） 

１ 

・市内法人、市内個人で、卒業

後、引き続き市内に事業所を置

くもの 

１，５００円／㎡ 

（１，８００円／㎡） 

１８０万円 

（２１６万円） 

２ 

・市外法人、市外個人で、卒業

後、引き続き市内に事業所を置

くもの 

８００円／㎡ 

（９６０円／㎡） 

９６万円 

（１１５．２万円） 

（入居４・５年目） 

区分 対象 補助額（月） 限度額（年） 

  １ 

・市内法人、市内個人で、卒業

後、引き続き市内に事業所を置

くもの 

１，２００円／㎡ 

（１，４４０円／㎡） 

１４４万円 

（１７２．８万円） 

２ 

・市外法人、市外個人で、卒業

後、引き続き市内に事業所を置

くもの 

６００円／㎡ 

（７２０円／㎡） 

７２万円 

（８６．４万円） 

備考 

１ 市内法人とは、入居前に市内に事業所を持つ事業者（本社以外の事業所は、１年を経

過していること。）をいう。ただし、入居前に市内に事業所がない事業者で、入居時(入

居期間中)に本社を市内に登記するものは、市内法人とみなす。 

２ 市外法人とは、市内法人以外の法人をいう。 

３ 市内個人とは、入居開始時に市内に引き続き１年以上在住しており、入居期間中にお

いても本市内に在住しているものをいう。 

４ 市外個人とは、市内個人以外の個人をいう。 

５ 補助期間は、入居開始から５年までとする。 

６ 「医療・健康」及び「環境・エネルギー」に係る産業を成長産業とし、成長産業が入

居した場合の補助額（月）、限度額（年）は括弧に掲げるものとする。 

７ 「医療・健康」に係る産業にあっては、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律（昭和３５年法律１４５号）第２条に規定する「医薬品」、

「医薬部外品」、「化粧品」、「医療機器」及び「再生医療等製品」に係る入居者とす

る。「環境・エネルギー」に係る産業にあっては、風力発電、太陽エネルギー、バイオ

マスエネルギー等の生産・供給、次世代自動車、高効率ヒートポンプ等の消費・需要、

水素製造・輸送・貯蔵、燃料電池、蓄熱・断熱等技術等の流通・需給統合等の技術に係

る入居者とする。 

 

 

 

 



別表２ 

（卒業後、市内に新たに事業所を賃借し事業を継続する場合） 

区分 対象者 補助額（月） 限度額（年） 

１ 
・入居後３年以内に卒業し、引き

続き市内に事業所をおくもの 

４００円／㎡ 

（４８０円／㎡） 

４８万円 

（５７．６万円） 

２ 
・入居後３年経過後に卒業し、引

き続き市内に事業所をおくもの 

３００円／㎡ 

（３６０円／㎡） 

３６万円 

（４３．２万円） 

 

(卒業後、市内に事業所用地として新たに土地建物を取得し事業を継続する場合） 

区分 対象者 対象 限度額（年） 

１ 
・入居後３年以内に卒業し、引き

続き市内に事業所を置くもの 

固定資産税 

都市計画税 

相当額 

（成長産業にあって

は、上記の合計額に

十分の二を乗じて得

た額を加算した額） 

４８万円 

（５７．６万円） 

２ 
・入居後３年経過後に卒業し、引

き続き市内に事業所を置くもの 

３６万円 

（４３．２万円） 

※補助については固定資産税、都市計画税の相当額とする。 

備考 

１ 補助期間は、卒業から３年以内とする。 

２ 第９条に規定する実績の報告の提出時において、引き続き市内に事業所を置くものを

補助対象とする。 

３ 「医療・健康」及び「環境・エネルギー」に係る産業を成長産業とし、成長産業に係

るものの対象、限度額（年）は括弧に掲げるものとする。 

４ 「医療・健康」に係る産業にあっては、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全

性の確保等に関する法律（昭和３５年法律１４５号）第２条に規定する「医薬品」、

「医薬部外品」、「化粧品」、「医療機器」及び「再生医療等製品」に係る入居者とす

る。「環境・エネルギー」に係る産業にあっては、風力発電、太陽エネルギー、バイオ

マスエネルギー等の生産・供給、次世代自動車、高効率ヒートポンプ等の消費・需要、

水素製造・輸送・貯蔵、燃料電池、蓄熱・断熱等技術等の流通・需給統合等の技術に係

る入居者とする。 


